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Ⅰ はじめに 
 
 2001 年 4 月に国際会計基準委員会（IASC）から改組された国際会計基準審議会（IASB）
は，会計基準のコンバージェンス（convergence）を推進している。欧州連合（EU）は，

2005 年 1 月以降，域内の上場企業に対して，国際財務報告基準（IFRS1）に基づいて連結

財務諸表を作成することを義務づけた（Regulation(EC) No. 1606/2002）。 
 また，米国の財務会計基準審議会（FASB）と IASB は，2002 年 10 月に「国内の財務

報告においても，また国境を越えた財務報告においても双方で利用できるような，高品質

で互換性のある会計基準を開発する」（FASB and IASB［2002］,p. 1）ことを宣言した「ノ

ーウォーク合意」（The Norwalk Agreement）を発表した。さらに，FASB と IASB は，

2006 年 2 月に「国際財務報告基準と米国における一般に認められた会計原則（GAAP）間

のコンバージェンスのためのロードマップ 2006－2008 年：FASB と IASB 間の協定の覚

書」（MoU）を公表し，2008 年までに短期的なプロジェクトを完了し，その他のプロジェ

クトについてはコンバージェンスに向けて相当の進展を図ることを確認している（FASB 
and IASB［2006］）。 
 会計基準のコンバージェンスへの動きが急速に進展する中で，中小規模事業体（非公開

会社）（SMEs）に対して大規模事業体（公開会社）とは異なる会計基準の作成が要請され

てきた2。IASB は，2004 年 6 月に討議資料『中小規模事業体の会計に関する予備的見解』

（IASB［2004a］）を公表し，当該コメントを踏まえて，2007 年 2 月に公開草案『中小規

模事業体のための財務報告基準』（IASB［2007］）を発表した。 
 このように，今日，SMEs に別途会計（differential accounting）や別途報告（differential 
reporting）が要請されるのは，会計基準の過剰負担（standard overload）が問題とされ

ているからである。とりわけ，FASB と IASB が「歴史的原価会計を公正価値会計に取り

替える方向に向かっている」（Benston［2006］,p. 466）ことを考慮すれば，もし SMEs
に別途会計が適用されなければ，資産と負債の測定に mark-to-market のみならず，

mark-to-model を使用しなければならないので，SMEs にとって会計基準の過剰負担は一

層大きくなると推測できる。 
 そこで，以下，本稿では，大規模事業体（公開会社）とSMEs 間の会計の差異化につい

て検討し，公正価値測定を重視して会計基準のコンバージェンスを推進する IASB におい

て，両者の間で異なる測定属性の採用が避けられないことを明らかにする。よって，本稿

が大（企業）GAAP と小（企業）GAAP の垂直的分化による混合属性会計（mixed attribute 
accounting）の展開について認識を少しでも新たにできれば幸甚である。 
 

                                            
1 IASC から公表された会計基準は国際会計基準（IAS），IASB から公表された会計基準は国際財務報

告基準（IFRS）と呼称されるが，本稿では，とくに断りがない限り，両者を纏めて IFRS と記述する。 
2 最近の例で言えば，カナダの会計基準審議会（AcSB）は，2006 年 1 月に『カナダ会計基準：新方向』

（AcSB［2006］）を公表し，事業体の主要なカテゴリーごとに別の会計戦略を遂行することにした。す

なわち，AcSB は，公開会社に適用する会計基準については，2011 年を目処に IFRS とコンバージェン

スを推進する一方で，非公開会社の会計基準については，財務情報の利用者への調査を踏まえた上で，

公開会社とは異なる会計基準を採用する可能性を示唆している（AcSB［2006］,pp. 1-3）。 
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Ⅱ 米国と英国におけるSMEs 会計の変遷とその特徴 
 
 IASB は，2002 年 6 月に SMEs における会計と財務報告の研究プロジェクトの活動を

開始し（IASB［2002］,par. 33），それ以降，当該プロジェクトを推し進めてきた。IASB
が SMEs 会計のプロジェクトに取り組んできたのは，欧州において約 5,000,000 社が

GAAPに基づいて財務諸表を作成しなければならないが，そのうち約9,000社のみがIFRS
適用の上場会社で，残りの SMEs に対して会計基準の開発が必要とされたからである

（IASB［2003b］,p. 4）。 
 今日，SMEs 会計は，会計基準のコンバージェンスの動きの中で議論されているが，決

して新しい問題ではない。なぜならば，「第 2 次世界大戦の終結以来，会社の〔財務〕報

告に対する規制上の枠組みは，小〔／非公開〕会社よりもむしろ大〔／公開〕会社への要

請によって左右されてきた」（John and Healeas［2000］,p. 5）ので，それに対する反省

として，「小〔（企業）〕GAAP と大〔（企業）〕GAAP の議論が，米国では 1970 年代半ば

以降，英国では 1980 年代半ば以降盛んになってきた」（John and Healeas［2000］,p. 20）
からである。そこで，以下，本節では，米国と英国を中心に 1990 年代後半までの SMEs
会計の変遷を整理し，その特徴を明らかにする。 
 
1 米国におけるSMEs 会計の変遷とその特徴 
 米国公認会計士協会（AICPA）の会計原則審議会（APB）は，1959 年の設立から 1973
年の解散に至るまで，31 の意見書を公表した。APB の後を引き継いで，FASB は，1973
年に「『プライベート・セクター』の最後の砦」（津守［2002］,144 頁）として設立され，

今日に至るまで会計基準の作成を進めている。 
 「1960 年代半ば以降，財務諸表の作成に適用される多くのルールが発表されてきた」

（AICPA［1981］,par. 22）結果，「これらのプロナウンスメントや証券取引委員会（SEC）
によって要請された詳細な開示とともに，小／非公開企業の財務諸表に対するGAAP 適用

に関連する問題が明白になってきた」（AICPA［1976］,p. 14）。つまり，「リース会計，税

〔費用〕の期間配分，企業結合や利息の資本化の〔意見書や会計〕基準」（Hepp and McRae
［1982］,p. 52）に代表されるように，「プロナウンスメントは非常に専門的になり，報告

要請に従うコストは著しく増大してきた」（Stanger and Gunther［1981］,p. 1210）。 
 このように，「『大〔（企業）〕GAAP－小〔（企業）〕GAAP』問題」（Stanger and Gunther
［1981］,p. 1211）が顕在化したので，「AICPA の会計基準部会は，1974 年に小／非公開

企業へのGAAP 適用の調査を開始〔するために委員会（Werner 委員会）を設置〕した」

（AICPA［1976］,p. 3）。Werner 委員会は，1976 年 8 月に『小／非公開企業のための

GAAP に関する委員会報告書』（AICPA［1976］）を公表し，「同一の測定原則がすべての

事業体の一般目的財務諸表に適用されるべきである」（AICPA［1976］,p. 8）が，「すべて

の事業体の財務諸表上でGAAP によって必要とされるべき開示は，たんに追加的または分

析的データを提供する開示と区別すべきである」（AICPA［1976］,p. 8）と勧告した。つ

まり，Werner 委員会は，1 つの GAAP を維持した上で，小／非公開企業に対して追加的

または分析的データの開示を免除することを提案したわけである。 
 さらに，「AICPA は，中小企業の生存可能性や展望を調査するために，1978 年に中小企
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業に関する特別委員会（Derieux 委員会）を設置した」（Hepp and McRae［1982］,p. 52）。
Derieux 委員会は，1980 年 10 月に『中小企業に関する特別委員会報告書』を公表し，「事

業体の大きさにかかわらず，GAAP の測定原則は同一であるべき」（Mosso［1981］,p. 69）
と結論づけ，「1 組のGAAP のみが存在すべき」（Stanger and Gunther［1981］,p. 1231）
ことを主張した。 
 その一方で，Derieux 委員会は，「FASB が補足的な開示からいくつかの会社を免除した

としても，〔……〕いくつかの GAAP の測定基準の厳守は小／所有者兼経営者会社には有

用ではなく，経済的にも正当化されない」（AICPA［1981］,par. 58）と指摘し，「会計基

準の過剰負担から追加的な免除を提供する代替的な手段を調査する特別委員会」（AICPA
［1981］,par. 59）の設置を提案した。当該提案に基づいて，「AICPA の理事会は，1981
年春に会計基準の過剰負担に関する特別委員会〔……（Scott 委員会）〕を設置〔すること

を決定〕した」（Hepp and McRae［1982］,p. 52）。 
 Scott委員会は，1983年2月に『会計基準の過剰負担に関する特別委員会報告書』（AICPA
［1983］）を公表し，「すでに受け入れられた別途開示（differential disclosure）のルール

に加えて，利用者への目的適合性やコスト－ベネフィットの考慮を踏まえ，大〔規模〕事

業体と小〔規模〕事業体または公開事業体と非公開事業体を区別する別途測定（differential 
measurement）のルールに基づいて解決策を考えなければならない」（AICPA［1983］,p. 
7）と指摘した。すなわち，Scott 委員会は，「小／非公開会社への特別な要求を満たすた

めに，〔別途開示に加えて〕別途測定法の拡張が必要とされる」（AICPA［1983］,p. 12）
と主張し，「小／非公開会社に対する別途開示と別途測定に基づくアプローチ」（AICPA
［1983］,p. 10）を勧告したわけである3。 
 以上のような AICPA の勧告に対して，FASB は，財務諸表利用者の情報ニーズと「財

務報告の要請に従うコストとベネフィットが小〔／非公開〕会社〔……〕と大公開会社の

間でどのように異なっているのかを知る」（Wishon［1985］,p. 6）ために，1980 年 5 月

に意見聴取『財務諸表と財務報告の他の手段』（FASB［1980］）を公表し，どのような属

性の企業がどの種類の情報を開示すべきかに焦点を当てて意見聴取を行った（FASB
［1980］,pars. 36-42）。 
 ところが，「ほとんどの小企業と小会計事務所はその意見聴取に応答しなかった」（FASB

                                            
3 Scott 委員会は，1981 年 12 月に討議資料『会計基準の過剰負担に関する特別委員会の暫定的結論と勧

告』（AICPA［1981］）を公表し，「とりわけ小／非公開会社に対して，会計基準の過剰負担を緩和する

ために」（AICPA［1981］,par. 90），「税務〔会計〕基準が GAAP の代案として使用される」（AICPA
［1981］,par. 98）ことを暫定的に結論づけた。ところが，Scott 委員会は，討議資料のコメントなどを

考慮して最終報告書では，「そうした暫定的結論と勧告を修正し，提案された〔税務会計基準に基づく測

定・開示〕指針を公表しない」（AICPA［1983］,p. 15）ことにした。 
 なお，「税務〔会計〕基準で財務諸表を作成する考え方は，新しくはない。それは，1976 年に監査報

告書（SAS）14『特別報告』によって公式に認められた」（Hepp and McRae［1982］,p. 58）方法であ

る。「米国の〔証券取引〕法は，非上場会社に GAAP〔基準〕の財務諸表を公表することを要請してい

ない」（AAA’s FASC［2006］,p. 182-183）ので，現在は，1989 年に公表されたSAS62『特別報告』に

よって，「非上場会社は，〔税務会計基準，現金基準，修正現金基準などのGAAP 以外の〕その他の包括

的会計基準（OCBOA）で財務諸表を作成することが認められている」（HKSA［2002］,p. 8）。本稿で

は，議論の拡散を避けるために，OCBOA を検討の対象外とする。 
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［1981］,par. 38）ので，FASB は，1981 年 11 月に意見聴取『非公開会社と小〔規模〕

公開会社における財務報告』（FASB［1981］）を公表し，小／非公開会社の経営者，財務

諸表利用者（銀行），公認会計士を対象に利用者の情報ニーズとコスト－ベネフィットにつ

いて調査した。FASB は，1983 年 2 月に調査報告『非公開会社による財務報告：FASB 意

見聴取への応答の要約』（FASB［1983a］）を公表し，財務諸表利用者と公認会計士の間

で見解が分かれた調査結果を報告した4。 
 このように，「FASB は，概念フレームワークプロジェクトの一部として，大〔（企業）〕

GAAP と小〔（企業）〕GAAP 問題について検討してきた」（Stanger and Gunther［1981］,p. 
1229）が，調査報告の「共通の結論は，1 組のGAAP が存在すべきであるが，コストとベ

ネフィットの評価に基づいて，非公開会社または小〔規模〕非公開会社がいくつかの開示

から免除されるべき」（Wishon［1985］,p. 6）であった。そこで，FASB は，従来と同様

に5，「ケース・バイ・ケース基準で〔……〕開示上の差異を検討する」（FASB［1986］,p. 
3）ことにしたのである6。 
 以上のように，米国では，AICPA によって 1970 年代後半から 1980 年代前半にかけて

3 つの委員会（Werner 委員会，Derieux 委員会，Scott 委員会）が設置され，会計基準の

過剰負担の問題について検討されてきた。これらの委員会は，いずれも大（企業）GAAP
と小（企業）GAAP の 2 組に GAAP を分ける考え方を拒否した上で，Werner 委員会と

Derieux 委員会は，小／非公開会社に対して別途開示のみを提案したが，Scott 委員会は，

別途開示に加えて別途測定も勧告した。そうした AICPA の提案に対して，FASB は，情

報ニーズやコスト－ベネフィットなどの調査を行ったが，結局，従来と同様にケース・バ

イ・ケース基準に基づいて，特定の会計基準の開示のみを免除する方法を踏襲することに

した7。つまり，FASB は，「非公開会社を含むすべての事業体が同一の認識と測定の要請

に従うべきであると概ね結論づけてきた」（FASB and AICPA［2006］,par. 10）わけであ

                                            
4 なお，FASB が 1983 年 8 月に公表した調査報告『非公開会社による財務報告：分析と結果』

（Abdel-khalik et al.［1983］）も同様の結果を報告している。 
5 「FASB は，会社の所有権（公開または非公開），その規模，またはその双方で開示要請に対して〔ケ

ース・バイ・ケース基準で〕幾つかの区別を行ってきた」（FASB［1983b］,p. 3）。例えば，財務会計基

準書（SFAS）21『非公開企業による 1 株当たり利益とセグメント情報の報告中止―APB 意見書 15 号

とFASB基準書 14号の修正』，SFAS33『財務報告と物価変動』，そしてSFAS79『非公開企業による企

業結合の特定の開示の除外―APB意見書16号の修正』などが挙げられる（SFAS21,par. 12; SFAS33,par. 
23; SFAS79,par. 4）。 
6 最近の会計基準では，SFAS126『金融商品に要求される特定の開示から特定の非公開事業体の免除』，

SFAS131『企業のセグメントと関連する情報に関する開示』，SFAS132『年金とその他の退職後給付に

関する開示―FASB 基準書87 号，88 号，そして 106 号の修正』，SFAS132（revised 2003）『年金とそ

の他の退職後給付に関する開示―FASB 基準書 87 号，88 号，そして 106 号の修正』などで，FASB は，

非公開事業体に対して開示の免除や別途報告を要請している（SFAS126,pars. 2-3; SFAS131,par. 9; 
SFAS132,par. 8; SFAS132(revised 2003),par. 8）。 
7 本稿で1990年代以降の米国におけるSMEs会計の動向について概説していないのは，大（企業）GAAP
と小（企業）GAAP という「考え方は〔……〕1990 年代に失敗するためだけに再び復活した」（Cheney
［2004］,p. 20）と言われるように，事実上，1980 年代から議論が進展していないからである。1990
年代以降のAICPAのSMEs会計への取り組みについては，AICPA［1995, 1996, 2004, 2005］やZanzing 
and Flesher［2006］などを参照されたい。 
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る。 
 
2 英国におけるSMEs 会計の変遷とその特徴8 
 英国では，「非公開会社が年次届出書に貸借対照表を提出しなくてもよいと認可する」

（Lennon and Sharp［1998］,par. 1.2）1907 年会社法以降，「少なくとも 100 年間に渡

って，別途報告に対する議論が繰り広げられてきた」（Lennon and Sharp［1998］,par. 1.1）。
非公開会社への別途報告は会社法で検討されてきたが，それが会計基準の問題として議論

されるようになったのは，1970 年にイングランド・ウェールズ勅許会計士協会（ICAEW）

によって会計基準運営委員会（ASSC）が設立されてからである。 
 「会計基準〔作成〕の初期において，特定の規模規準を満たした会社に対して，〔特定の

会計基準からの〕免除がピースミール基準で与えられてきた」（Lennon and Sharp
［1998］,par. 3.1）が9，「小会社への会計基準の適用に関する議論は，1980 年代も継続し，

〔さらに〕1981 年会社法で導入された変化と会計基準の数の継続的な増加によって〔一層〕

活溌になった」（Lennon and Sharp［1998］,par. 3.1）のである10。会計基準委員会（ASC）
は，1983 年に『基準設定プロセスの概観』（ASC［1983］）を公表し，「会計基準は，現在

と同様に財政状態と損益の真実かつ公正な概観を示す目的で〔大会社と小会社の区別に関

係なく〕すべての〔会社の〕財務諸表に〔普遍的に〕適用する」（ASC［1983］,par. 3.5(c)）
という「将来の会計基準の基礎的特徴」（ASC［1983］,par. 3.5）を提示した。その一方

で，ASC［1983］は，大会社と小会社間の「財務諸表利用者の情報ニーズを調整する際に

問題がある」（par. 3.6）ことを認識し，「例えばコスト－ベネフィットテストを用いて，こ

の問題は最善に解決される」（par. 3.7）と会計基準の免除を示唆していた。 
 そこで，ASC は，1986 年に作業部会（Working Group）を設置して，小会社への会計

基準の適用について調査を開始した。ASC は，1988 年 2 月にテクニカル・リリース（TR）
690『小会社に対する会計基準の適用に関する会計基準委員会による声明書』を公表し，「概

ね小会社が過度に煩わしい会計基準の準拠を見出したことを提示した証拠がなかった」

（FRSSE,Appendix Ⅳ,par. 2）という調査結果を発表した。ところが，「ASC は，将来に

は概念的または実務的理由のために，〔会計〕基準が小会社に適用できない状況があると認

識している」（McCahey and Ramsay［1989］,p. 15）ことから，1988 年 7 月にTR706
『会計基準を適用するための「小会社」の定義に関する会計基準委員会による声明書』を

公表し，「規模に基づいていくつかの事業体を会計基準の特定の規定から免除することが適

                                            
8 英国におけるSMEs 会計の変遷とその内容について詳細に考察した我が国の先行研究として，日本会

計研究学会［2003］がある。 
9 例えば，ASSC は，1972 年 2 月に会計実務基準書（SSAP）3『1 株当たり利益』を公表して，非公開

会社に対して，1 株当たり利益の開示を免除した（SSAP3,par. 13）。また，1976 年に ASSC から改組

された会計基準委員会（ASC）は，1980 年 4 月に SSAP16『現在原価会計』を公表して，一定の条件

を満たした会社に対して，現在原価基準の財務諸表を作成することを免除した（SSAP16,par. 46）。 
10 1981 年会社法は，欧州共同体（EC）会社法第 4 号指令の国内法化に伴って，売上高，資産総額，従

業員数を規準として，非公開会社を小規模，中規模，そしてそれ以外に分割した（Lennon and Sharp
［1998］,pars. 1.1 and 1.7）。 
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切である」（FRSSE,Appendix Ⅳ,par. 2）ことを認めたのである11。 
 1990 年に会計基準設定機関は ASC から会計基準審議会（ASB）に変わったが，「審議

会は，前身のASC と同様に，〔会計〕基準ごとに規模または公益の相対的な欠如に基づい

て，〔会計〕基準のすべてまたは一部からの免除が特定の企業のために提供されるべきか否

かを検討している」（CCAB［1994］,Preface）状況であった12。「小会社への会計基準適

用の問題は未解決であり，ピースミール〔での免除〕の適用は不満足と考えられていた」

（Lennon and Sharp［1998］,par. 3.9）ので，ASB は，会計士諸団体諮問委員会（CCAB）
に作業部会を設置して，「幅広い協議に基づいて，〔小会社への〕免除の適切な規準を勧告

すること」（CCAB［1994］,Preface）を依頼した。 
 CCAB は，1994 年 11 月に諮問資料『規模または公益に基づく〔会計〕基準からの免除』

（CCAB［1994］）を公表し，一部の会計基準と緊急問題専門委員会（UITF）要約を除い

て，「ASB が〔1985 年〕会社法の小会社の定義を満たすすべての事業体に対して，会計基

準の準拠から免除すべきである」（CCAB［1994］,par. 10.3）ことを勧告した13。CCAB
［1994］は，ASC やASB が採用してきたピースミール・アプローチ（ケース・バイ・ケ

ース基準）ではなく，「すべての企業に適用すべき中核的な会計基準（core accounting 
standard）を識別することを試みる」（par. 8.1）「アプローチが〔……小会社に対する会

計基準の免除を検討する際に〕最も適切な方策を提示している」（par. 9.1）と考えた。 
 さらに，CCAB は，1995 年 12 月に『適合案―小〔規模〕事業体のための財務報告基準

書』（CCAB［1995］）を公表し，「小企業に適用するすべての会計基準の要請事項を規定

する」（CCAB［1995］,par. 1.4）小規模事業体のための財務報告基準（FRSSE）の作成

とその草案を提案した。つまり，CCAB［1995］は，「財務諸表利用者の必要性をより密

接に反映する小会社のための新しい一連の会計基準」（CCAB［1994］,par. 8.1）を開発す

ることで，大（企業）GAAP とは異なる小（企業）GAAP を作成することを提案したので

ある。 
 そこで，ASB は，CCAB［1995］の提案に基づいて，1996 年 12 月に公開草案『小〔規

模〕事業体のための財務報告基準』を公表し，1997 年 12 月に FRSSE『小〔規模〕事業

体のための財務報告基準』（FRSSE）を発表した。FRSSE の公表は，長年に渡って議論

されてきた「別々の『大』〔（企業）〕GAAP と『小』〔（企業）〕GAAP の作成への移行に急

加速を示している」（John and Healeas［2000］,p. 5）のである。 
 以上のように，英国では，当初大（企業）GAAP と小（企業）GAAP を区別せず 1 つの

                                            
11 ただし，ASC は，1989 年 1 月に改訂したSSAP13(revised 1989)『研究開発の会計』と 1990 年 6月

に公表したSSAP25『セグメント報告』のみに会計基準の免除を適用した（SSAP13(revised 1989),par. 
22; SSAP25,pars. 4 and 41）。 
12 例えば，ASB は，1991 年 9 月に公表した財務報告基準（FRS）1『キャッシュ・フロー計算書』で

は小会社に対してキャッシュ・フロー計算書の作成を免除したが（FRS1,par. 8(a)），1992 年 10 月に公

表したFRS3『財務業績の報告』では小会社を会計基準の適用対象から除外しなかった（FRS3,par. 12）。 
13 CCAB［1994］は，小会社にも適用すべき会計基準と UITF 要約として，SSAP4『政府補助金の会

計』，SSAP9『棚卸資産と長期請負契約』，SSAP13『研究開発の会計』，SSAP17『後発事象の会計』，

SSAP18『偶発事象の会計』，そしてUITF7『真実かつ公正な概観を優先した開示』を挙げている（par. 
10.4）。 
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GAAP を堅持した上で，ピースミール・アプローチに基づいて，小会社に対して特定の会

計基準の開示が免除されてきた。ところが，1990 年代に入ると，会計基準の公表数の増加

や複雑さに伴って，当該アプローチでは会計基準の過剰負担の問題に対処できなくなった。

そこで，ASB は，CCAB［1995］の提案を踏まえて，1997 年に FRSSE を公表して，大

（企業）GAAP と小（企業）GAAP を区別した 2 組のGAAP を作成する方法を採用した。

ただし，公表当時の「FRSSE の主要な効果は，『全部GAAP』で要請された多くの開示
．．

か

ら小会社を免除すること」（John and Healeas［2000］,p. 6）に現れたので，「FRSSE に

よって引き起こされた変化は，根本的（fundamental）というよりも，むしろ表面的

（cosmetic）である」（John and Healeas［2000］,p. 7）と評されたのである。 
 
3 小括 
 本節では，以上，米国と英国を中心に 1990 年代後半までのSMEs 会計の変遷について

整理し，その特徴を明らかにした。米国では，大（企業）GAAP と小（企業）GAAP を区

別せず 1 組の GAAP を堅持した上で，小／非公開会社に対して特定の会計基準の開示を

免除する方法が採用されてきたのに対して，英国では，当初米国と同様の方法が採用され

ていたが，1990 年代後半に入ると，大（企業）GAAP と小（企業）GAAP を区別して 2
組のGAAP を採用する方法が採用されるようになった。本節では，米国と英国のみを取り

上げたが，近年では，世界の「国々が徐々に別途報告の要請（または大〔（企業）〕GAAP
と小〔（企業）〕GAAP ルール）を採用し続けている14」（IFAC［2006］,par. 3.14）。 
 ここで，大規模事業体（公開会社）のための「会計基準から〔……SMEs〕を免除する

ために多くの実行可能なアプローチ」（CCAB［1994］,par. 8.1）が考えられるが，当該ア

プローチは大きく 2 つに分けられる。1 つは，大規模事業体（公開会社）とSMEs の双方

に対して「同一の概念フレームワークまたは同一の測定と認識規準に基づき〔会計処理を

行うが，……SMEs に対して〕適用を単純化または簡素化し，その完全な一連の規制から

特定の〔開示の〕免除を提供する」（IFAC［2006］,par. 3.14）アプローチであり，いま 1
つは，大（企業）GAAP と小（企業）GAAP が「必ずしもお互いに連携しているとは限ら

ないが，〔それぞれ〕別々に開発した 2 組の異なるルール」（IFAC［2006］,par. 3.14）を

採用するアプローチである。これら 2 つのアプローチの大きな相違点は，「会計基準の差

異化に関して，差異化が開示に限定されるべきか，あるいは認識と測定にも影響を及ぼす

べきか」（Eirle［2005］,p. 282）という違いに現れる。 
 なお，その際に，SMEs に対して異なる財務報告を正当化する根拠として，利用者やそ

のニーズの差異，そしてコスト－ベネフィットの考慮などが挙げられる15（Collis et al.
［2001］,p. 170; Lippitt and Oliver［1983］,pp. 54-57; Murray and Johnson［1983］,pp. 
6-12）。大規模事業体（公開会社）と SMEs の間で利用者やそのニーズの差異，そしてコ

スト－ベネフィットの考慮がどの程度異なるのかによって，SMEs のための会計基準に対

                                            
14 各国の状況については，Devi［2003］や IFAC［2006］,chap. 4 などを参照されたい。 
15 そうした根拠に対して，1970 年代後半以降多くの実態調査が行われてきたが，これらの先行研究を

整理したものとして，AAA FASC［2006］,pp. 184-188，CICA［1999］,chap. 2，EAA FRSC［2005］,pp. 
25-32，IFAC［2006］,chap. 3 などがある。 
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して採用されるアプローチが異なるわけである。 
 
Ⅲ IASB における混合属性会計の展開 
 
 前節では，米国と英国を中心に 1990 年代後半までのSMEs 会計の変遷とその特徴につ

いて概説した。IASB は，近年，会計基準のコンバージェンスを進めているが，かかる状

況の中で SMEs への会計基準の開発が要求されてきた16。そこで，IASB は，そうした要

求に応えるために，SMEs の会計基準の開発に取り組み始めた。本節では，以下，IASB
における SMEs 会計を素材として，「会計（慣行と基準）の収束と差異化の両立（同時進

行）」（高寺［2003］,146 頁）によって，会計システムにどのような影響を与える可能性が

あるのかについて検討する。 
 
1 討議資料における開示と表示の制限（単純化） 
 IASB は，2004 年 6 月に討議資料『中小規模事業体の会計に関する予備的見解』（IASB
［2004a］）を公表し，「SMEs 会計基準に関するプロジェクトへの基本的アプローチ」

（IASB［2004a］,par. IN8）を提示した（以下，本節では，「討議資料」と記述する）。IASB
は，「全部 IFRS はすべての事業体に適用可能である」（IASB［2004a］,par. 4）と主張す

るが，SMEs が公的な説明責任17（public accountability）がある事業体と異なる利用者の

ニーズを有することなどを考慮して（IASB［2004a］,par. 6），「SMEs のための〔会計〕

基準を開発する」（IASB［2004a］,par. 4）ことにした。 
 IASB は，「SMEs のための財務報告基準が……〔全部〕IFRS と同じ概念フレームワー

クに基づく」（IASB［2004a］,par. 16）こと，そして「SMEs のための IASB〔会計〕基

準は，全部 IFRS から出発し，〔……利用者のニーズとコスト－ベネフィット分析を踏まえ

て〕それらを制限して開発されるべき」（IASB［2004a］,par. 61）ことを暫定的に合意し

た。その際に，「開示と表示の制限（modification）は利用者のニーズとコスト－ベネフィ

                                            
16 もちろん，IASB の前身である IASC は，ピースミール・アプローチ（ケース・バイ・ケース基準）

で非公開事業体に対して開示の免除を行ってきた。例えば，IAS14（revised 1997）『セグメント報告』

や IAS33『1 株当たり利益』などが挙げられる（IAS14(revised 1997),par. 3; IAS33,pars. 4-5）。 
 なお，IASB は，2006 年 11 月に IFRS8『事業セグメント』を公表して，IAS14(revised 1997)を廃止

した。IFRS8 は，IAS14(revised 1997)と同様に，非公開事業体に対してセグメント情報の開示を免除

している（IFRS8,par. 2）。 
17 討議資料は，「公的な説明責任が SMEs と他の事業体を区別する最も重要な特徴である」（IASB
［2004a］,par. 28）と位置づけた上で，以下の規準を満たす事業体を，公的な説明責任を有する事業体

とした。 
「（a）公開市場で特定の種類の証券を発行するために，証券委員会やその他の規制機関に財務諸表を

提出，または提出する過程にある。 
 （b）広範な外部グループのために，銀行，保険会社，証券ブローカー／ディーラー，年金基金，投

資信託や投資銀行など受託者の立場で保有する。 
 （c）必須の公共サービスを提供する公益事業体や類似の事業体である。あるいは， 
 （d）総資産，総収益，従業員数，市場支配力，外部借入の種類や程度などの規準に基づいて，本国

で経済的に重大である」（IASB［2004a］,par. 31）。 
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ット分析基準で正当化される」（IASB［2004a］,par. 67）が，「IFRS の認識と測定原則に

制限は行わないという反証可能な仮定」（IASB［2004a］,par. 68）が設定されたのである。 
 討議資料は，SMEs に対して認識の制限を提案しなかった理由として，「SMEs のため

の IASB〔会計〕基準が全部 IFRS と同一の概念フレームワークに基づくことを暫定的に

合意した」（IASB［2004a］,par. 81）ことを挙げた。そこで，その根拠について考察して

みると，討議資料は，まず概念フレームワークにおける資産と負債の定義とその認識規準

の観点から（IASB［2004a］,par. 81），「SMEs のための IASB〔会計〕基準の認識原則

が IFRS の認識原則と異なることは，事実上，SMEs において資産と負債（そして関連す

る収益と費用）の定義が異なることを意味する」（IASB［2004a］,par. 82）と指摘した。 
 ところが，資産と負債の「定義は，〔……〕認識規準を満たさないために，貸借対照表に

おいて資産または負債として認識されない項目を含む」（IASC［1989］,par. 50）ことを

考慮すれば，大規模事業体（公開会社）とSMEs の間でオン・バランスされる項目が違っ

たとしても，そのことから，ただちに「資産と負債（そして関連する収益と費用）の定義

が異なること」（IASB［2004a］,par. 82），そして「かかる結果が〔……〕非論理的であ

る」（IASB［2004a］,par. 82）と言えないであろう。 
 また，討議資料は，SMEs に対して測定の制限を提案しなかった理由として，「ある資

産と負債（そして関連する収益と費用）を測定するときに，SMEs の事業環境とその資源

の制約の双方から，事業体が全部 IFRS を適用するときに必要とされるのと同程度の測定

の信頼性を確保するためのコストは，特定の SMEs の状況で正当化されない」（IASB
［2004a］,par. 83）ことを挙げた。確かに，SMEs が置かれている状況によって，それほ

どコストを費やさずに全部 IFRS の測定基準を適用できる場合もある。 
 しかし，討議資料は，測定の「制限は利用者のニーズとコスト－ベネフィット分析基準

のみで正当化される」（IASB［2004a］,par. 68）とした上で，「測定原則の場合，認識原

則の場合よりも容易に〔制限を行わないという〕仮定は反証可能である」（IASB
［2004a］,par. 83）と指摘する。つまり，討議資料は，利用者のニーズとコスト－ベネフ

ィットの観点から，測定の制限の可能性が十分にあることを認めているわけである。それ

にもかかわらず，討議資料は，なぜ一律に測定の制限を認めない措置を提案したのかにつ

いて，説明していないのである。 
 以上のように，討議資料は，大規模事業体（公開会社）とSMEs が同一の概念フレーム

ワークに立脚し，全部 IFRS を起点として利用者のニーズとコスト－ベネフィット分析を

踏まえて，SMEs のための会計基準を開発することにした。その際に，IASB は，SMEs
に対する制限が開示と表示に限定され，認識と測定にまで及ばない措置を提案した。とこ

ろが，討議資料では，その根拠が十分に説明されていなかったのである。討議資料は，

「SMEs のための〔会計〕基準を開発する際に，利用者のニーズとコスト－ベネフィット

分析基準で覆すことはできるが，IFRS の認識または測定原則に制限を行わないと本審議

会が仮定すべきことに賛成しますか」（pp. 9 and 41）と意見聴取を行ったところ，「応答

者の 2/3（67%）は，〔上記の質問に〕反対〔を表明〕し〔……，SMEs に対する〕制限が，

利用者のニーズ，コスト－ベネフィットの考慮，そして単純化の目的に基づいて，〔開示や

表示に加えて〕IFRS の認識または測定原則に行われるべき」（IASB［2004b］,par. 31）
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であると回答した18。 
 
2 公開草案における認識と測定の制限（単純化） 
 さて，「ほとんどの討議資料への応答者は，認識と測定の単純化が必要であると言ったが，

〔……〕IFRS の下でSMEs に対して認識または測定の問題を引き起こす特定の取引また

はその他の事象や条件，あるいは当該問題がどのように解決されるのか〔について意見〕

を示さなかった」（IASB［2007］,par. BC8）。そこで，IASB は，どの項目に認識と測定

の単純化が必要なのかについて多くの情報を必要としたので，円卓会議などで意見交換を

行い（IASB［2007］,pars. BC9-BC11），その成果を踏まえて，2007 年 2 月に公開草案

『中小規模事業体のための財務報告基準』（IASB［2007］）を公表した（以下，本節では，

「公開草案」と記述する）。 
 IASB は，概念「フレームワークから基礎的な概念，そして IFRS から原則や関連する

指針を抽出する」（IASB［2007］,par. BC66）が，財務諸表「利用者のニーズとコスト－

ベネフィットの考慮の観点から適切な制限を考慮して」（IASB［2007］,par. BC66）SMEs
のための「別途〔会計〕基準」（IASB［2007］,par. P9）を開発した19。その際に，IASB
は，討議資料で提案した「IFRS の認識と測定原則に制限は行わないという反証可能な仮

定」（IASB［2004a］,par. 68）を設定しなかったので，公開草案は，SMEs に対して開示

と表示に加えて，認識と測定に制限（単純化）を提案した。例えば，金融商品，暖簾の減

損，研究開発費，生物資産，確定給付年金，株式報酬，ファイナンス・リースなどに対し

て認識と測定の単純化が提案されたが，本項では，以下，金融商品の会計処理を取り上げ

て，大規模事業体（公開会社）とSMEs の会計処理の違いについて検討する20。 
 公開草案は，SMEs が保有するすべての金融商品を会計処理するときに，SMEs のため

の IFRS 規定，あるいは IAS39『金融商品：認識と測定』のいずれかを選択できると提案

した21（IASB［2007］,par. 11.1）。そこで，金融商品の測定方法に焦点を当て，IAS39 と

                                            
18 なお，IASB は，2003 年 9 月に世界各国の会計基準設定機関と合同会議を行ったが，それに先立って

当該会議の参加機関にSMEs の会計について 11 の質問をした。その中で，「IASB はSMEs のために認

識と測定の単純化を考慮すべきか」という質問があり，返答があった 27ヶ国のうち 22 ヶ国は「はい」，

残りの 5 ヶ国は「いいえ」と返事していた（IASB［2003a］,p. 9）。 
19 公開草案は，SMEs を公的な説明責任を有しておらず，外部利用者に一般目的財務諸表を公表する事

業体と定義した（IASB［2007］,par. 1.1）。公開草案は，以下の規準を満たす事業体を，公的な説明責

任を有する事業体とした。 
「（a）公開市場で特定の種類の証券を発行するために，証券委員会やその他の規制機関に財務諸表を

提出，または提出する過程にある。あるいは， 
 （b）広範な外部グループのために，銀行，保険会社，証券ブローカー／ディーラー，年金基金，投

資信託や投資銀行など受託者の立場で保有する」（IASB［2007］,par. 1.2）。 
 公開草案は，討議資料が暫定的に要求していた公益事業体や類似の事業体と経済的な重大性の規準を，

公的な説明責任を有する事業体の識別規準から除外した（IASB［2007］,pars. BC37-BC40）。 
20 公開草案は，金融商品の会計処理に対して，①金融商品の分類，②認識中止（derecognition），そし

て③ヘッジ会計について認識と測定の制限を提案するが（IASB［2007］,par. BC73），本稿では，①の

みを検討対象とする。 
21 IASB は，2003 年 12 月に IAS39(revised 2003)『金融商品：認識と測定』を公表し，IASC が 1998
年 12 月に公表し，2000 年 10 月に一部改訂した IAS39(revised 2000)を改訂した。それ以後も，IASB
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SMEs のための IFRS 規定（公開草案22）の違いについて見てみると，IAS39 は，金融商

品を「損益〔計算書〕を通じて公正価値で測定する金融資産または金融負債」，「満期保有

目的投資」，「貸付金と債権」，そして「売却可能金融資産」の 4 つに分類し（par. 9），そ

れぞれ所定の方法で会計処理を要請する。 
 例えば，トレーディング目的で保有される債券は，当初認識時とそれ以後，公正価値で

測定され（IAS39,pars. 43 and 46），その評価損益は発生時の損益として認識されるが

（IAS39,par. 55(a)），「事業体が満期まで保有する積極的な意図と能力を有する」

（IAS39,par. 9）債券の場合，償却原価で測定される（IAS39,par. 46(b)）。また，そのど

ちらにも分類されない債券は，当初認識時とそれ以後，公正価値で測定されるが，その評

価損益は株主持分の独立項目として認識される（IAS39,par. 55(b)）。 
 このような「IAS39 における複雑さの多くは，事業体が〔事業活動を反映した保有目的

に従って〕金融商品の幅広い測定属性から選択することを認めることに起因する」（IASB
［2007］,par. BC72）ので，IASB は，「IAS39 の単純化がSMEs にとって適切であると

合意した」（IASB［2007］,par. BC71）。そこで，公開草案は，「事業体は，減損を除いて

原価または償却原価で測定される〔特定の〕金融商品を除き，各々の報告日に〔……〕あ

らゆる金融商品を公正価値で測定し，公正価値の変動額を損益として認識すべきである」

（IASB［2007］,par. 11.8）と提案した。つまり，公開草案は，金融商品の「標準的な測

定属性を〔公正価値と〕規定し，〔原価や償却原価といった〕その他の測定属性の使用を限

定することで〔金融商品の会計処理の〕複雑さを減少する」（IASB［2007］,par. BC72）
ことを狙ったわけである。 
 このように，公開草案では，「特定の条件を満たした金融商品は原価または償却原価で測

定され，その他のあらゆる金融商品は損益〔計算書〕を通じて公正価値で測定される」

（IASB［2007］,par. BC73(a)）ので，IAS39 と比較して金融商品の分類が減少し，会計

処理が単純化されている。その結果，公開草案で「提案された金融商品の標準的なカテゴ

リーは〔……〕損益〔計算書〕を通じた公正価値であり，原価または償却原価は所定の条

件が満たされたときしか容認されないので，〔……SMEsにとって〕公正価値の負担」（IASB
［2007］,par. BC78(b)）が増加する場合もある23。 
 しかし，公開草案では，所定の満期日がある，固定／変動金利の利払いなど一定の条件

を満たす金融商品であれば（IASB［2007］,par. 11.9），「当初認識時に〔……〕償却原価

で測定することを指定する」（IASB［2007］,par. 11.7(a)）ことで「各々の報告日に〔…

                                                                                                                                        
は，2005 年 6 月に『公正価値オプション』，2005 年 8 月に『金融保証契約』などを公表し，IAS39(revised 
2003)の部分的改訂を行ってきた。本稿では，とくに断りがない限り，IAS39 と記述する場合，2006年

12 月 31 日までの修正箇所を反映したバージョンを指す。 
22 本稿では，とくに断りがない限り，公開草案における金融商品の会計処理を記述する場合，SMEsの
ための IFRS 規定の処理方法を記述する。 
23 例えば，公開草案では売却可能金融資産の分類が削除されるので，他の事業体と長期的な事業関係を

形成または維持する目的で行われる戦略的投資は，公開草案では損益計算書を通じて公正価値で測定さ

れる（IASB［2007］,par. BC78(c)）。つまり，公開草案は，トレーディング目的であれ，戦略的投資で

あれ，その保有目的に関係なく，上場市場価格が存在する持分証券への投資であれば，公正価値で測定

し，当該変動額を発生時の損益として認識する会計処理を提案するのである（IASB［2007］,par. 11.11）。 
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…当該〕金融商品を〔……〕償却原価で測定する」（IASB［2007］,par. 11.7）ことができ

る。例えば，非転換型負債証券への投資に対して，IAS39 では保有目的の分類に従って測

定属性が選択されるが，公開草案では，当該金融商品は所定の条件を満たすので，償却原

価で測定される（IASB［2007］,par. 11.10）。つまり，公開草案では，一定の条件を満た

す金融商品であれば，IAS39のように「満期まで保有する積極的な意図と能力」（IAS39,par. 
9）がなくても，償却原価で測定することができるのである。 
 したがって，IAS39 で満期保有目的投資への分類が厳格であることを考慮すると，公開

草案は，IAS39 と比較して，償却原価の適用対象を広く認めていると言えるであろう。換

言すると，公開草案は，認識と測定の単純化に伴って，公正価値の適用対象を限定してい

る場合もある。IAS39 と公開草案では，公正価値の適用対象が異なっているのである。 
 以上のように，公開草案は，利用者のニーズとコスト－ベネフィットの観点から，SMEs
に対して開示と表示のみならず，認識と測定についても制限（単純化）を容認した。公開

草案では，特定の条件を満たした金融商品は原価または償却原価で測定されるが，それ以

外の金融商品は公正価値で測定され，その評価損益は発生時の利益として認識する会計処

理を提案した。公開草案では，「IAS39 における売却可能〔金融資産〕と満期保有目的〔投

資〕の分類は利用できない」（IASB［2007］,par. 73(a)）ので，認識と測定の単純化に伴

って，公正価値の適用対象が限定される場合もある。本項で検討した金融商品において，

大規模事業体（公開会社）とSMEs の間に公正価値の適用対象の違いが観察されるわけで

ある。 
 
3 小括 
 本節では，以上，IASB が公表した討議資料と公開草案を取り上げて，SMEs の会計処

理について検討した。討議資料と公開草案は，現行の概念フレームワークに基づいて，利

用者のニーズとコスト－ベネフィットを考慮して全部 IFRS に修正を加える方法でSMEs
の会計基準を開発することにした。つまり，IASB は，大（企業）GAAP と小（企業）GAAP
と区別して 2 組の GAAP を作成する方法を採用した。ただし，討議資料は開示と表示の

制限のみを容認したが，公開草案は，それに加えて，認識と測定の制限も提案した。 
 従来，大（企業）GAAP は，一般に歴史的原価を測定属性として採用していたので，前

節で検討したように，開示と表示の免除（制限）のみで十分に対応することができた。と

ころが，SFAS157『公正価値測定』，討議資料『財務会計の測定基準―当初認識の測定』

（IASB［2005］）や討議資料『公正価値測定』（IASB［2006］）などの公表に端的に現れ

ているように，今日，大（企業）GAAP に公正価値が導入される傾向が強まっている。そ

うした状況では，以前のように開示と表示の制限のみでは十分に対応できず，認識と測定

の制限が必要とされたと考えられる。 
 その結果，本節で明らかにしたように，認識と測定の制限（単純化）に伴って，大（企

業）GAAP（IAS39）と小（企業）GAAP（公開草案）の間に公正価値の適用対象の違い

が観察された。このことは，金融商品のみならず，生物資産（biological asset）にも該当

する。IAS41『農業』は，「生物資産は，公正価値が信頼性をもって測定できない〔……〕

場合を除き，当初認識時と〔それ以後の〕各々の貸借対照表日に〔……〕公正価値で測定

されるべきである」（par. 12）と規定する。ところが，公開草案は，「公正価値が過度のコ
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ストや努力なしで容易に決定できる生物資産」（IASB［2007］,par. 35.1(a)）に対して IAS41
と同様の「公正価値モデル」（IASB［2007］,par. 35.1(a)）を，「公正価値が過度のコスト

や努力なしで容易に決定できない生物資産」（IASB［2007］,par. 35.1(b)）に対して「原

価・減価償却・減損モデル」（IASB［2007］,par. BC86）を提案する。このように，生物

資産においても，大（企業）GAAP（IAS41）と小（企業）GAAP（公開草案）の間に公

正価値の適用対象の違いがある。 
 以上のことから，これまでは概ね「異なる項目が異なる基準で測定されることで，事業

体の計算書内に〔測定属性の〕相違はあるが，異なる規模の事業体，異なる法的形態，異

なる産業間でかなりの程度〔測定属性の〕一貫性はある」（ICAEW［2006］,p. 11）状況

であった。すなわち，一般に事業体の規模や属性に関係なく，会計事象の違いによって歴

史的原価と公正価値を使い分ける混合属性会計が採用されてきた。ところが，公開草案で

は大規模事業体（公開会社）とSMEs の間で公正価値の適用対象が異なるので，このこと

は，事業体の計算書内の項目だけではなく，さらに事業体の種類によって測定属性が相違

することを意味するのである24。つまり，大（企業）GAAP と小（企業）GAAP の垂直的

分化によって，同一の会計事象に対して大規模事業体（公開会社）とSMEs の間で歴史的

原価と公正価値の使い分けが行われることから，混合属性会計の展開が示唆されるわけで

ある。 
 
Ⅳ おわりに 
 
 本稿では，以上，SMEs 会計を素材として，大（企業）GAAP と小（企業）GAAP の差

異化について検討した。まず，1990 年代後半までの米国と英国の SMEs 会計の変遷につ

いて検討し，SMEs に対して開示と表示の免除は行われたが，認識と測定については，大

規模事業体（公開会社）とSMEs の間で概ね同一の基準が採用されてきたことを明らかに

した。次に，IASB の討議資料と公開草案を取り上げてSMEs 会計について検討し，討議

資料では開示と表示の制限のみが提案されたが，公開草案では，それに加えて，認識と測

                                            
24 公開草案の公表に先立ち，すでに特定の会計基準で認識と測定の制限（単純化）が行われていた事例

はある。IASB は，2004 年 2 月に IFRS2『株式報酬』を公表し，「持分決済型の株式報酬取引について，

事業体は，受領した財貨または用役とそれに対応する持分の増加を〔……〕公正価値で〔……〕測定す

べきである」（IFRS2,par. 10）と要請したが，「未上場や新規上場事業体などの〔……〕事業体が付与し

たストック・オプションの公正価値を，付与日に信頼性をもって測定できない」（IFRS2,par. BC144）
場合に限って，「その持分金融商品を〔……〕本源的価値（intrinsic value）で測定し，本源的価値の変

動額を損益〔計算書〕で認識する」（IFRS2,par. 24）会計処理も容認した。公開草案は，株式報酬の非

認識（non-recognition）について検討したが，財務諸表の要素の定義と利用者のニーズを考慮して当該

会計処理を採用せず（IASB［2007］,par. BC101），IFRS2 の規定（本源的価値により測定）を踏襲し

た（IASB［2007］,par. 25.4）。 
 なお，ASB は，2007 年 1 月に 5 回目の FRSSE の改訂を行い，前回の FRSSE の改訂で取り扱わな

かった（IFRS2 と同一の会計基準である）FRS20『株式報酬』について検討し，持分決済型の株式報酬

取引について，開示のみで報告する措置を要請した（FRSSE(Effective January 2007),Appendix 
Ⅳ,pars. 28-30）。つまり，FRSSE は IASB の公開草案が採用しなかった会計処理を要請するために，両

者の間で，SMEs における持分決済型の株式報酬取引の処理方法が異なっているのである。 
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定の制限（単純化）が提案され，大規模事業体（公開会社）とSMEs の間で公正価値の適

用対象の違いが観察されることを指摘した。 
 今日，概ね事業体の種類に関係なく，会計事象の違いによって測定属性が混合した混合

属性会計が会計システムとして採用されている。公開草案では，さらに事業体の種類によ

って測定属性が混合することから，大（企業）GAAP と小（企業）GAAP の垂直的分化に

よる混合属性会計の展開が示唆される。このことは，公正価値測定を重視して会計基準の

コンバージェンスを推進する IASB において，大規模事業体（公開会社）とSMEs の間で

異なる測定属性の採用が避けられないことを意味するわけである。 
 1990 年代後半以降，「混合属性〔会計〕モデルは，公正価値〔会計〕モデルに代替され

るべきである」（Swieringa［1997］,p. 26）と主張され，金融商品を中心に「包括的公正

価値〔会計〕モデル」（JWG［2000］,par. 1.38(b)）が提案されてきた。ところが，銀行

経営者（団体）や銀行監督・規制機関（中央銀行）が中心となって金融商品の全部公正価

値会計に強硬に反対した結果，混合属性会計が再制度化された経緯がある（高寺・草野

［2007］）。IASB は，今日，「公正価値を多くの状況で見込みのある測定基準と考え〔当該

基準を重視し〕ている」（Barth［2006］,p. 9）が，本稿の検討結果を踏まえると，大（企

業）GAAP と小（企業）GAAP 間の測定属性の差異化によって，混合属性会計が一層進展

する可能性は大きいと考えられる。 
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